
4.3 事業者アンケート調査結果 
 

（１）回答者の構成 

 

 

 

 

 

 

1～4 人：33％、50～99 人：14％、200 人以上：16％ 

●従業員数 

製造業：49％、サービス業：21％、飲食店：16％ 

●業 種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=43)

農林業 漁業・水産業 鉱業 建設業 製造業

卸売業・小売業 飲食店 金融不動産業・保険業 運輸・通信業 電気・ガス・水道業

サービス業 公務 その他 無回答

2.3%

（1）

48.8%（21）
7.0%

（3）
16.3%（7）

2.3%

（1）

20.9%（9）

2.4%

（1）

図 4.3-1 業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=43)

１～４人 ５～９人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100～199人 200人以上 無回答

32.4%（14）
7.0%

（3）
16.3%（7）

4.7%

（2）

7.0%

（3）
14.0%（6）

2.3%

（1）

16.3%（7）

 図 4.3-2 従業員数

 

 
注）グラフ上の（ ）内は、回答事業者数を示す。 
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（２）環境問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

●関心がある環境問題 

「地球温暖化」が 74％で最も高く、次いで「廃棄物の増加」54％. 「異常気象の頻発」

40％の順であり、住民アンケート調査と比べて地球温暖化と異常気象の頻発に対する

意識がやや低い。 

●限りあるエネルギーに対する考え 

 「不安を感じている」が約 60％の一方、「不安はない」が約 40％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

地球温暖化

廃棄物の増加

異常気象の頻発

河川・海洋の水質汚濁

オゾン層の破壊

大気汚染

都市部の高温化

有害物質による汚染

ダイオキシン汚染

酸性雨

熱帯林の減少

砂漠化

その他

(%)

74.4%(32）

53.5%(23）

39.5%(17）

25.6%(11）

27.9%(12）

23.3%(10）

16.3%(7）

7.0%(3）

11.6%(5）

4.7%(2）

4.7%(2）

2.3%(1）

図 4.3-3 関心がある環境問題（３項目選択） 
 

〔その他の内容〕 

・鶏インフルエンザ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=43)

やがて枯渇して、近い将来影響が現れるものと不安を感じている

将来は枯渇するが、当分はなくならないはずで特に不安はない

別のエネルギー源が使えるようになると思うので特に不安はない

枯渇することはないと思うので、特に不安はない

わからない

無回答

62.8%

（27）

11.6%

（5）

25.6%

（11）

図 4.3-4 限りあるエネルギーに対する考え 
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●「地球温暖化」の解決策について 

 約 70％が「省エネルギー対策に取り組む必要がある」、約 40％が「新エネルギーを導

入すべき」と回答しており、住民アンケート調査と比べて、新エネルギー導入に対す

る意識は低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

省エネルギー対策に取り組む

新エネルギーを導入する

特に取り組む必要はない

その他

(%)

住民・企業・行政等が積極的に

住民・企業・行政等が積極的に

72.1%（31）

41.9%（18）

2.3%（1）

2.3%（1）

 図 4.3-5 「地球温暖化」の解決策について（複数回答） 

 

 

〔その他の内容〕 

・10 年後はこうしたい具体的な目標を揚げる 
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（３）新エネルギーの認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民と比べて高いのが「燃料電池」72％(住民 56%)、「廃棄物熱利用」65％(住民 52%)、

「コージェネレーション」35％(住民 9%)、「バイオマスエネルギー」33％(住民 22%)

である。 

 「風力発電」が 93％、次いで「太陽光発電」91％、「太陽熱利用」86％と高く、住民

アンケート調査と同様である。 

●知っている新エネルギー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

風力発電

太陽光発電

太陽熱利用

燃料電池

廃棄物熱利用

クリーンエネルギー自動車

廃棄物発電

コージェネレーション

バイオマスエネルギー

小水力発電

その他

(%)

93.0%(40)

90.7%(39

86.0%(37)

72.1%(31)

65.1%(28)

65.1%(28)

39.5%(17)

34.9%(15)

32.6%(14)

23.3%(10)

7.0%(3)

 
図 4.3-6 知っている新エネルギー（複数回答） 

 

 

〔その他の内容〕 

・地熱発電、潮力発電地熱利用 

・新電池を開発して欲しい 
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（４）新エネルギーの導入について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 太陽熱利用、クリーンエネルギー自動車は、「保守や維持管理に不安がある」が次い

で高く、バイオマスエネルギー、コージェネレーションは「特に関心がない」が高い。

 「費用がかかりすぎる」がいずれの新エネルギーでも高い。 

●導入したいと思わない理由 

クリーンエネルギー自動車：「既に導入」が 5％、「助成があれば導入」が 49％と、住民(45％)と

比べて導入意向が高い。 

コージェネレーション：「既に導入」が 2％、「助成があれば導入」が 21％とバイオマスエネル

ギーと比べて導入意向は高い。 

バイオマスエネルギー：「既に導入」が 2％、「助成があれば導入」は 9％と低いものの、導入

意向の事業者がいる。 

小型風力発電：「既に導入」が 5％、「助成があれば導入」が 23％と、住民(33％)と比

べて導入意向は低い。 

太陽熱温水器：「既に導入」が 2％、「助成があれば導入」が 28％と、住民(36％)と比

べて導入意向は低い。 

太 陽 光 発 電：「既に導入」が 2％、「助成があれば導入」が 44％と、住民(52％)と比

べて導入意向は低い。 

●新エネルギー機器等の導入 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

太陽光発電

太陽熱利用

風力発電

ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ

燃料電池

クリーンエネルギー自動車 

すでに導入している 今後全額負担でも導入したい 助成金があれば導入したい 導入したいとは思わない 無回答

2.3%
(1)

44.2%(19) 32.6%(14) 20.9%(9)

2.3%
(1)

27.9%(12) 39.6%(17) 30.2%(13) 

4.7%
(2)

23.3%(10) 44.1%(19) 27.9%(12)

2.3%

(1)

9.3%

(4)
53.5%(23) 34.9%(15)

2.3%
(1)

20.9%(9) 46.6%(20) 30.2%(13)

30.2%(13) 39.6%(17) 30.2%(13) 

4.7%
(2)

48.8%(21) 18.6%(8) 27.9%(12)

図 4.3-7 新エネルギー機器等の導入 
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0 20 40 60 80 100

費用がかかりすぎる

機能や性能に不安がある

保守や維持に不安がある

賃貸のため

設置スペースがない

その他

特に関心がない

(%)太陽光発電 (n=14)

75.0%(9)

8.3%(1)

8.3%(1)

8.3%(1)

8.3%(1)

8.3%(1)

0 20 40 60 80 100

費用がかかりすぎる

保守や維持に不安がある

設置スペースがない

機能や性能に不安がある

賃貸のため

その他

特に関心がない

(%)太陽熱利用 (n=17)

53.3%(8)

26.7%(4)

6.7%(1)

13.3%(2)

6.7%(1)

13.3%(2)

0 20 40 60 80 100

費用がかかりすぎる

機能や性能に不安がある

設置スペースがない

保守や維持に不安がある

賃貸のため

その他

特に関心がない

(%)風力発電 (n=19)

58.8%(10)

23.5%(4)

11.8%(2)

17.6%(3)

11.8%(2)

5.9%(1)

0 20 40 60 80 100

費用がかかりすぎる

保守や維持に不安がある

機能や性能に不安がある

設置スペースがない

賃貸のため

その他

特に関心がない

(%)ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ (n=23)

38.1%(8)

19.0%(4)

14.3%(3)

14.3%(3)

4.8%(1)

9.5%(2

23.8%(5)

0 20 40 60 80 100

費用がかかりすぎる

保守や維持に不安がある

機能や性能に不安がある

設置スペースがない

賃貸のため

その他

特に関心がない

(%)ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ (n=20)

50.0%(9)

16.7%(3)

5.6%(1)

5.6%(1)

5.6%(1)

16.7%(3)

22.2%(4)

0 20 40 60 80 100

費用がかかりすぎる

機能や性能に不安がある

保守や維持に不安がある

賃貸のため

設置スペースがない

その他

特に関心がない

(%)燃料電池 (n=17)

57.1%(8)

28.6%(4)

14.3%(2)

7.1%(1)

14.3%(2)

0 20 40 60 80 100

費用がかかりすぎる

保守や維持に不安がある

機能や性能に不安がある

設置スペースがない

賃貸のため

その他

特に関心がない

(%)ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車 (n=8)

71.4%(5)

28.6%(2)

14.3%(1)

14.3%(1)

図 4.3-8 導入したいと思わない理由（複数回答） 

その他の内容  

＜太陽光発電・バイオマスエネルギー＞ 

会社の使用エネルギーが小さい為、効果小 

＜太陽熱利用＞ 

排熱の利用先が少ない 

会社の使用エネルギーが小さい為、効果小 

会社の使用エネルギーが小さい為、効果小 

＜風力発電＞ 

小さい風力は有効なの? 

＜コージェネレーション＞ 

ほとんど温水利用なし 
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「風力発電」が 65％で最も高く、次いで「太陽光発電」63％、「太陽熱利用」51％、

「燃料電池」33％と、住民と同様である。 

●市民、行政、企業が積極的に導入すべき新エネルギー 

「どのような助成金制度があるか」が 54％と最も高いのは、住民アンケート調査と同

様であるが、事業者では、「新エネルギーの利用が進んでいる他の市町村や外国の取

り組み」が 40％、「最新の技術動向」が 37％と、具体的な取り組みや技術に関する情

報が求められている。 

●新エネルギーについて知りたい情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

助成金制度

利用が進んでいる他の市町村や外国の取り組み

最新の技術動向

新エネルギーを導入するにあたっての情報

様々な利用方法

その他

(%)

53.5%(23)

39.5%(17)

37.2%(16)

34.9%(15)

34.9%(15)

4.7%(2)

 

 

〔その他の内容〕 

・廃油からディーゼル車に入れる燃料が有るようなことは聞いているが、GS として市内に設け

られるのか? 

 

 

 

 

図 4.3-9 新エネルギーについて知りたい情報（複数回答） 

図 4.3-10 市民、行政、企業が積極的に導入すべき新エネルギー（３項目選択） 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

風力発電

太陽光発電

太陽熱利用

燃料電池

クリーンエネルギー自動車

コージェネレーション

小水力発電

バイオマスエネルギー

その他

(%)

65.1%(28)

62.8%(27)

51.2%(22)

32.6%(14)

25.6%(11)

11.6%(5)

14.0%(6)

2.3%(1)
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「市独自の助成金制度の創設」が 65％で最も高く、次いで「講演会の開催やパンフ

レット作成などの啓発活動」54％、「学校などでの学習活動や啓蒙活動の推進」37％

である。 

●新エネルギー導入にあたって市としての取り組み 

工 場・事 務 所：「従来エネルギーと同じコストであれば導入」が 61％と高いも

のの、「積極的に導入」、「多少のコスト高であれば導入」が併

せて 33％と関心度は高い。 

公共施設・教育施設：「積極的に導入」が 26％、「多少のコスト高であれば導入」が

30％と導入意向が高い。 

●公共施設・教育施設、家庭への新エネルギーの導入 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共施設・教育施設

工場・事務所等

積極的に導入 多少のコスト高であれば導入 従来エネルギーと同じコストであれば導入 導入する必要はない 無回答

25.6%(11) 30.2%(13) 32.6%(14)

2.3%(1)

9.3%(4)

23.3%(10) 9.3%(4) 60.5%(26) 6.9%(3)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3-11 新エネルギーの導入 

図 4.3-12 新エネルギー導入にあたって市としての取り組み（３項目選択） 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

市独自の助成金制度の創設

講演会の開催やパンフレット作成

学校などでの学習活動

専門家の派遣や相談窓口の設置

二酸化炭素排出規制など市独自条例

その他

(%)

65.1%(28)

53.5%(23)

37.2%(16)

39.5%(17)

32.6%(14)

4.7%(2)

 

〔その他の内容〕 

・企業とコラボして具体的商品を創販すべき。 

・新エネルギー導入より先に省エネルギーについての教育が先である 

 

 64



 

 

 

 

 

 

●新エネルギーによる電気に対して、現状の電気料金と比較してどの程度の金額までな

ら支払うか 

「現状の電気料金と同じ金額」が 63％と高く、「1 割程度の金額上昇」が 16％、「2 割

程度の金額上昇」が 14％と、1 割以上の金額上昇許容事業者は 33％であり、住民（44%）

と比べて低い。 

 

 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=43)

 

 

 

 

 

 

図 4.3-13 現状の電気料金と比較してどの程度の金額までなら支払うか 

同じ金額 １割程度の金額上昇 ２割程度の金額上昇 ３割程度の金額上昇

５割程度の金額上昇 ２倍程度の金額上昇 その他 無回答

62.8%(27) 16.3%(7) 14.0%(6)

2.3%
(1)

4.6%

(2)
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（５）事業所でのエネルギーの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

●電気・ガス・灯油・ガソリン・軽油・Ａ重油の使用量（平均） 

年間の平均使用量は電気 10,025 千 kwh、灯油 964 千ℓ、ガス 705 千㎥、Ａ重油 587 千ℓ、

ガソリン 21 千ℓ、軽油 11 千ℓである。 

●主な用途 

電気は照明、空調、動力、ガスは約 80％が給湯、灯油は動力、空調、ガソリン・軽油

は自動車の燃料、Ａ重油は空調に使用している。 

 

 年間使用量 年間料金 回答数 
電気 10,025,800 kWh  69,379 千円  33 

ガス 704,728 ㎥  22,994 千円  25 

灯油 963,996 ℓ  26,597 千円  14 

ガソリン 21,737 ℓ  1,595 千円  22 

軽油 11,064 ℓ  809 千円  11 

Ａ重油 587,167 ℓ  2,401 千円  7 

表 4.3-1 電気・ガス・灯油・ガソリン・軽油・Ａ重油の使用量（平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 20 40 60 80 100

事業所の照明

調（冷暖房）

機械設備の動力

その他

（%）
電気(n=33)

72.7%(24)

66.7%(22)

0 20 40 60 80 100

事業所の給湯

事業所の空調（冷暖房）

機械設備の動力

その他

（%）
ガス(n=25)

76.0%

(19)

28.0%(7)事業所の空

12.0%(3)57.6%(19)

2.3%(1) 16.0%(4)

 

 

 

 

 

 

 

0 20 40 60 80 100

調（冷暖房）

機械設備の動力

その他

（%）
灯油(n=14)

35.7%(5)

0 20 40 60 80 100

自動車の燃料

機械設備の動力

その他

（%）
ガソリン(n=22)

95.5%(21)

50.0%(7)事業所の空

9.1%(2)

14.3%(2) 9.1%(2)

 

 

 

 

 

 

 

 

〔その他の内容〕 

＜ガス＞ 厨房、ガスレンジ、火力源 

＜灯油＞ 洗浄、寮の風呂 

0 20 40 60 80 100

自動車の燃料

機械設備の動力

その他

（%）
軽油(n=11) 0 20 40 60 80 100

事業所の空調（冷暖房）

機械設備の動力

事業所の給湯

その他

（%）
Ａ重油(n=7)

図 4.3-14 主な用途（複数回答） 

90.9%(10)
28.6%(2)

71.4%(5)

18.2%(2)

14.3%(1)9.1%(1)
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（６）廃食用油の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「分別して回収に協力できる」が 19％で最も高く、次いで「分別しないで回収に協

力できる」「条件によって協力できる」が 9％である。 

●廃食用油回収システムへの協力： 

植物性油脂：113ℓ/月、動物性油脂：0ℓ/月 

●食用油の１ヶ月当たり廃棄量（平均） 

植物性油脂：168ℓ/月、動物性油脂：15ℓ/月 

●食用油の１ヶ月当たり使用量（平均） 

 

 

 

 使用量 廃棄（処分）量 回答数 

植物性油脂 168 ℓ/月 113 ℓ/月 10 

動物性油脂  15 ℓ/月   0 ℓ/月 6 

表 4.3-2 食用油の使用量・廃棄量 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=43)

分別して回収に協力 分別しないで回収に協力 条件によって協力できる 協力できない 無回答

18.6%(8) 9.3%(4) 9.3%(4)
4.7%

(2)
58.1%(25)

 
図 4.3-15 廃食用油回収システムへの協力  

 

〔協力できる条件〕 

・ゴミステーションの位置にあること 
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